
令和４年２月１日17

令和３年９月からハローワークインターネットサービスの機能がさらに充実し、オンラインで受けられるサー
ビスが広がりました。
人材を採用したい事業主の方に対するサポートと、仕事をお探しの方に対する様々な就職活動の支援を、これ

まで以上に展開していきます。
ぜひ、ハローワークをご利用ください。

１　�18歳未満又は65歳以上の方や、定められた軽易な業務に従事する方については、特定（産業別）最低賃金
の摘要から除外されます。

２　�最低賃金の対象となる賃金には、臨時又は１カ月を超える期間ごとに支払われる賃金、時間外・休日・深
夜労働の割増賃金、精皆勤手当、通勤手当及び家族手当は算入されません。

３　�精神又は身体の障害により著しく労働能力の低い方等については、使用者が労働局長の許可を受けた時は、
労働能力その他の事情を考慮して減額した額により最低賃金が適用されます。

４　派遣労働者には、派遣先の最低賃金が適用されます。

項目別内容 １時間あたりの単価 発行日

群馬県最低賃金（地域別最低賃金） 865円 令和３年10月２日

特定
最低賃金

【 製 鋼・ 鉄 素 形 材 製 造 業 最 低 賃 金 】 946円

令和３年12月29日
【 一 般 機 械 器 具 製 造 業 最 低 賃 金 】 935円

【 電 気 機 械 器 具 製 造 業 最 低 賃 金 】 935円

【 輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 最 低 賃 金 】 935円

information

くらしの情報

《お問い合わせ先》　ハローワーク中之条　☎0279－75－2227

《お問い合わせ先》
群馬県労働局労働基準部賃金室（☎027－896－4737）又は県内の最寄りの労働基準監督署
群馬労働局ホームページアドレス　https://jsite.mhlw.go.jp/gunma-roudoukyoku./　　

求人者・就職者のみなさまへ
～ハローワークからのお知らせ～

群馬県の最低賃金が改正されました
使用者も、労働者も、必ず確認、最低賃金
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金
な
ど
の
社
会
保
険
料
を
納
め
た
場
合
と
同
様
に
、
社
会
保
険
料
控
除
と
し

て
そ
の
年
の
課
税
所
得
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ら
控
除
さ
れ
、
税
額
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

　
控
除
の
対
象
と
な
る
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、
令
和
３
年
１
月
か
ら
令
和
３
年
12
月
ま
で
に

納
め
ら
れ
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険
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全
額
で
す
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過
去
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度
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や
追
納
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れ
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保
険
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ま
れ
ま
す
。

　
ま
た
、
ご
自
身
の
保
険
料
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け
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な
く
、
配
偶
者
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ご
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お
子
様
等
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負
担
す
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き
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払
っ
て
い
る
場
合
、
そ
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せ
て
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除
が
受
け
ら
れ
ま
す
。

　
な
お
、
令
和
３
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中
に
納
付
し
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民
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金
保
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に
つ
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て
、
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会
保

険
料
控
除
を
受
け
る
た
め
に
は
、
確
定
申
告
を
行
う
と
き
に
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領
収
証
書
な

ど
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険
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を
支
払
っ
た
こ
と
を
証
明
す
る
書
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の
添
付
が
必
要
と
な
り
ま

す
。

　
令
和
３
年
10
月
２
日
か
ら
12
月
31
日
ま
で
の
間
に
、
令
和
３
年
に
初
め
て

国
民
年
金
保
険
料
を
納
め
ら
れ
た
方
へ
、
社
会
保
険
料
控
除
証
明
書
が
２
月

上
旬
に
送
ら
れ
ま
す
。（
令
和
３
年
１
月
１
日
か
ら
令
和
３
年
10
月
１
日
ま

で
の
間
に
国
民
年
金
保
険
料
を
納
付
さ
れ
た
方
に
は
、
11
月
上
旬
に
送
付
さ

れ
て
い
ま
す
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税
法
上
と
て
も
有
利
な
国
民
年
金
は
、
老
後
は
も
ち
ろ
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不
慮
の
事
故
な

ど
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一
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と
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に
も
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強
い
味
方
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な
る
制
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で
す
。
保
険
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納
め
忘
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な
い
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う
き
ち
ん
と
納
め
ま
し
ょ
う
。
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除雪機による死亡・重傷事故を防ごう！
～正しく安全に使用してください～

昨冬は、豪雪や大寒波の影響などで、除雪機による死亡・重傷事故が直近の10年間で最も多く消費者庁へ通
知されました（令和２年度の死亡事故件数は７件、重傷事故件数は５件）。
今冬も、新型コロナウイルス感染症の影響で除雪作業の担い手が不足し、比較的高齢の方や作業に慣れない方

が作業をする地域も多くあると見込まれます。
除雪機は、取扱上の注意を守り、安全機能の無効化は絶対にやめましょう。使用に当たっては、周囲の環境に

注意し、家族や近隣で声かけをしましょう。
� 消費者庁消費者安全課

納
め
た
国
民
年
金
保
険
料
は

�

全
額
が
社
会
保
険
料
控
除
の
対
象
で
す


